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【 都市機構 使命】

１．UR都市機構の地球温暖化対策

UR都市機構の業務フィールド

【UR都市機構の使命】
人が輝く都市をめざして、美しく安全で快適なまちをプロデュースします。

住環境フィールド

ＵＲ賃貸住宅を適切に維持管理し、豊かな生活空間を提供
約76万戸の居住者の方との信頼関係を大切にした維持管理・約76万戸の居住者の方との信頼関係を大切にした維持管理
・都心居住の推進、高齢者の居住の安定確保、子育て環境の整備等

ﾊｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ新田（東京都）

被災地の復興や都市の

災害復興フィールド都市再生フィールド

民間事業者や地方公共団体

郊外環境フィールド

安全で快適な郊外生活を 被災地 復興や都市
防災機能強化を支援と協力し、都市再生を推進 実現するまちづくりをめざす
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１．UR都市機構の地球温暖化対策

UR都市機構の地球温暖化対策の枠組み
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都市再生機構 地球温暖化対策実行計画

１．UR都市機構の地球温暖化対策

都市再生機構 地球温暖化対策実行計画

①目標年度：平成25年度 基準年度：平成17年度

② CO2削減目標値 １４，０００トン （平成17年度を基準とした平成25年度におけるCO2排出削減総量）

①あらゆる分野における取り組みの実施

基本的な考え方

マテリアルフローの枠にとらわれず、あらゆる分野で取り組みます。
数値目標は、第1領域と第2領域を対象に設定。

②先導的効果的な取り組みの実施

※マテリアルフロー：物質の総投入量、物質の流れ、
物質の総排出量等を集計したもの

②先導的効果的な取り組みの実施
日本全体でＣＯ２排出増加傾向が続く家庭部門と業務その他部門における先導的な対
策に取り組み、経営体としてＣＯ２排出削減の対策を行っていくことから、費用対効果の
高い 効率的な取り組みを優先して実施します高い、効率的な取り組みを優先して実施します。

③居住者や事業者・地方公共団体などと連携・協働した取り組みの実施
UR賃貸住宅の居住者や事業パートナー（民間事業者や地方公共団体など）、工事請負
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UR賃貸住宅の居住者や事業パ トナ （民間事業者や地方公共団体など）、工事請負
業者などの関係者の理解と協力を得ながら、連携・協働した取り組みを実施します。



（2008年度） CO2排出量の内訳

【参考】 日本のＣＯ２排出の特徴
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出を指す。
主体別

出所：2008年度温室効果ガス排出量（環境省）



ｱﾛｹ後基準年比増減率

【参考】 日本のＣＯ２排出の特徴

セクター別CO2排出量の基準年比増減率表
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出所：温室効果ガスインベントリオフィスウェブサイトのデータを基に作成



【参考】ＵＲ調査の概要

UR賃貸住宅平均世帯のCO2排出量算定結果UR賃貸住宅平均世帯のCO2排出量算定結果

• 平均世帯当たり年間排出量 2.19ｔ。平均世帯当たり年間排出量 2.19ｔ。
• 照明・家電製品、給湯・厨房で85％を占める。

エネルギー 用途

世帯人数別CO2排出量 UR賃貸住宅平均世帯

[tCO2/世帯・年] CO2排出量

1人 2人 3人 4人以上
世帯 年 構成

1人
( n=370)

2人
( n=486)

3人
( n=178)

4人以上
( n=107)

[tCO2/世帯・年] 構成比

電気 冷房 0.05 0.07 0.07 0.08 0.06 3%

暖房 0.07 0.13 0.12 0.12 0.10 5%暖房

照明・家電製品 0.79 1.10 1.31 1.46 1.10 50%

都市ガス 給湯・厨房 0.42 0.76 1.03 1.17 0.76 35%

暖房 0 09 0 12 0 14 0 13 0 12 5%暖房 0.09 0.12 0.14 0.13 0.12 5%

灯油 暖房 0.01 0.04 0.07 0.09 0.05 2%

合計 1.43 2.22 2.74 3.05 2.19 100%

構成比※ 32 1% 33 1% 19 6% 15 2%
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構成比※ 32.1% 33.1% 19.6% 15.2%



UR賃貸住宅の総CO2排出量
【参考】ＵＲ調査の概要

・平成19年度末入居戸数（70.7万戸）から専用部の総排出量を算定。
専用部総排出量＝2.19ｔＣＯ２/世帯・年×70.7万戸＝154.9万ｔ
・共用部総排出量8.5万ｔを加えると、163.4万ｔと推計される。

項目 CO2排出量 構成比
※1

項目 排

専用部

照明・家電製品（電気） 77.4万t 47%

給湯・厨房（ガス） 54.1万t 33%
専用部

暖房（電気・ガス・灯油） 19.5万t 12%

冷房（電気） 3.9万t 3％

小計 （154.9万ｔ） （95％）

共用部 照明・動力・電源（電気） 8.5万t 5%※2

計 163.4万ｔ 100%

※2 H21年版環境報告書 に示すマテリアルフローの数値

※1 共用部を加えたため、構成比が変更している
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２．UR賃貸住宅の環境配慮の取組

１．廊下等の共用照明約100万台をＬＥＤ化！１．廊下等の共用照明約100万台をＬＥＤ化！
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２．UR賃貸住宅の環境配慮の取組

２ 給湯器7万台を省エネ型 ３ 約1 800団地のバルコニーに お客２．給湯器7万台を省エネ型
「エコジョーズ」に取替！

３．約1,800団地のバルコニ に、お客
様の協力で「緑のカーテン」を推進
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２．UR賃貸住宅の環境配慮の取組

４ ピークアラーム機能付分電盤４．ピ クアラ ム機能付分電盤

 
効率的な運用の仕組み 

電気の使用状況を表示し音声警報に
より電気の使いすぎを知らせるピー
クアラーム機能付き分電盤を、新規
の住宅建設やリニューアルなどの機

手 止水 イ チ付シ ド

ピークアラーム機能付き分電盤

の住宅建設やリニューアルなどの機
会に設置しています。 

５．手元止水スイッチ付シャワーヘッド

手元で止水できる機能により長時間出湯を抑制する機能を有し、節湯効果
とCO2排出量削減効果があります。
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